
  

様式第２号の１－②【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 
 
※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第２号の１

－①を用いること。 
 

学校名 盛岡公務員法律専門学校 
設置者名 学校法人龍澤学館 

 

 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

課程名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のあ

る教員等によ

る授業科目の

単位数又は授

業時数 

省令で定める

基準単位数又

は授業時数 

配

置

困

難 

文化教養 

専門課程 

公務員ビジネス科

３年コース 
 ０時間 ２４０時間 ※ 

公務員ビジネス科

２年コース 
 ０時間 １６０時間 ※ 

公務員専攻科  ０時間 ８０時間 ※ 

公務員上級学科  ０時間 ８０時間 ※ 

商業実務 

専門課程 
キャリア総合学科  ５４０時間 １６０時間  

（備考） 

 

 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 

http://www.mcool.ac.jp/doc/mco_jitsumuka.pdf 

 

 

３．要件を満たすことが困難である学科 

学科名 公務員ビジネス科、公務員専攻科、公務員上級学科 

（困難である理由） 

公務員試験への合格対策を目的としたカリキュラム編成であり、実務経験のある教員

が授業を行うことが困難なため。 

 

  



  

様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 
 
※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用いる

こと。 
 

学校名 盛岡公務員法律専門学校 
設置者名 学校法人龍澤学館 

 

 

１．理事（役員）名簿の公表方法 

http://www.mcool.ac.jp/doc/riji.pdf 

 

 

２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

非常勤 会社顧問 
平成 28 年 1 月 17 日～

令和 2年 1月 16日 

産業界からの人材

育成に対するアド

バイス 

非常勤 会社相談役 
平成 28 年 1 月 17 日～

令和 2年 1月 16日 

産業界からの人材

育成に対するアド

バイス 

非常勤 会社取締役相談役 
平成 28 年 1 月 17 日～

令和 2年 1月 16日 

産業界からの人材

育成に対するアド

バイス 

非常勤 会社代表取締役専務 
平成 31 年 1 月 16 日～

令和 2年 1月 16日 

産業界からの人材

育成に対するアド

バイス 

（備考） 

 

 

 

 

  



  

様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

 

学校名 盛岡公務員法律専門学校 

設置者名 学校法人龍澤学館 

 

 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画(シラバス)を作成し、公表して

いること。 

（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

 

 当該学科が新年度を迎える前年度の１２月までに、カリキュラムの変更案につ

いて教務担当者間で協議し、学内会議を経て１月の理事会に諮る。これにより承

認されたカリキュラムを基に、シラバス（授業計画）案を各科目担当者が作成し、

各学科の教務責任者が取りまとめで確認したうえで、学内会議での承認を得る（１

月～３月）。 
 シラバス（授業計画）案の作成にあたっては、検討委員会で協議し決定した共

通フォーマットを提示することにより、必要記載事項がもれなく適切に記載され

るよう留意する。 
 ４月、新年度の各学科の授業開始までに、「学生の手引き」を用いた新入生ガイ

ダンスを実施する。併せて、シラバス（授業計画書）を随時確認できるよう、ホー

ムページ上でも公開している。 
 

授業計画書の公表方法 http://www.mcool.ac.jp/other/information.html 

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。 

（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

 

 各授業科目の特性に応じ、以下の項目のいずれか（複数項目の場合には、項目

間の評価割合を規定する場合もある）により、学修成果を評価し、厳格かつ適正

に履修認定を実施している。 
・評価対象となるテストの得点率６０％以上 
・課題提出の提出状況および内容の完成度 
・小テスト得点率 
・検定試験結果 
・出席率８０％以上 
・受講態度 
 
各科目における最終評価は５段階（秀・優・良・可・不可）とし、不可の評価を得

た際には、当該科目の履修終了要件を満たさないものと判断する。 
 



  

３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 
（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

 

各学年が年度末までに得た成績評価を数値化し、総受講科目の合計値を求め受

講科目数で除して得られる数値を、学生の「個別評価平均値」として算出し、学

科内での成績分布状況を把握する際の指標とする。 
 
※成績評価を受ける前の段階において、成績の分布状況を把握する必要が生じた

際には、小テストや模擬試験等の得点をもとに学科内の平均点や個別の総得点を

算出し、指標とすることもある。 
 

客観的な指標の 

算出方法の公表方法 
http://www.mcool.ac.jp/doc/mco_hyoka_shihyou.pdf 

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 
（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

 

ディプロマポリシーは、学科教員間で検討した原案を基に、学内会議で協議し

たうえで承認されたものを、新入生ガイダンスを通じて学生へ周知する。また、

これらの内容については、随時確認できるようホームページ上でも公開している。 
 卒業認定については、卒業年次の１月末までに得た成績評価および学費納入状

況を踏まえ、卒業認定委員会での審議を経て学校長が決定する。 
 
《ディプロマポリシー》 
・豊かな人間性を礎とした社会人として地域社会の課題を発見し解決することを

通じて、その発展に貢献する能力を有する 
・その時々の社会情勢を的確に判断できる教養を有し、自ら「気づき」「考え」「行

動する」ことができる 
・時代の要請に即応することができる 
 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 
http://www.mcool.ac.jp/other/information.html 

  



  

様式第２号の４－②【⑷財務・経営情報の公表（専門学校）】 
 
※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第２号の４

－①を用いること。 
学校名 盛岡公務員法律専門学校 

設置者名 学校法人龍澤学館 

 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 http://www.mcool.ac.jp/doc/taisyaku.pdf 

収支計算書又は損益計算書 http://www.mcool.ac.jp/doc/syushi.pdf 

財産目録 http://www.mcool.ac.jp/doc/zaisan.pdf 

事業報告書 http://www.mcool.ac.jp/doc/igyou.pdf 

監事による監査報告（書） http://www.mcool.ac.jp/doc/kansa.pdf 
 

２．教育活動に係る情報 

①学科等の情報 
 

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

文化教養 
文化教養専門

課程 

公務員ビジネス科 

３年コース 
〇  

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

３年 昼 ２,５５０ 

単位時間 

1,774 
単位時間 

659 
単位時間 

205 
単位時間 

0 
単位時間 

0 
単位時間 

2,638単位時間 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

３０人 ２人 ０人 １２人 ９人 ２１人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

学内会議を経て理事会にて承認されたカリキュラムを基に、各科目担当者が授業の方

法及び内容、到達目標、成績評価の方法や基準等について記載した授業計画案を作成

し学内会議の承認を得て年間の授業計画を決定する。 

成績評価の基準・方法 

（概要） 

各授業科目の特性に応じ、以下の項目のいずれか（複数項目の場合には、項目間の評価割

合を規定する場合もある）により、学習成果を評価する。 
・評価対象となるテストの得点率６０％以上 
・課題提出の提出状況および内容の完成度 
・小テスト得点率 
・検定試験結果 
・出席率８０％以上 
・受講態度 
各科目における最終評価は５段階（秀・優・良・可・不可）とし、不可の評価を得た際に

は、当該科目の履修終了要件を満たさないものと判断する。 



  

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

進級認定については進級年次の 2 月末までに、卒業認定については卒業年次の 1 月

末までに、それぞれ得た成績評価および学費納入状況を踏まえ、進級・卒業認定委員

会での審議を経て学校長が決定する。 

学修支援等 

（概要） 

クラス担任制で、生活面や学習面の相談・指導等において、必要に応じて保護者とも

連携を図りながら個別対応を行っている。 

学生の進路については就職支援担当と担任が連携して支援・指導を行っている 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 ０人 

（  0％） 

０人 

（  0％） 

０人 

（  0％） 

０人 

（  0％） 

（主な就職、業界等） 

 国家公務員、税務職員、県職員、市町村職員、警察官、消防官、自衛官 他 

（就職指導内容） 

自己分析指導、自治体研究指導、個別面接指導、自治体説明会の開催 等 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

ビジネス実務法務検定、Excel表計算処理技能認定試験 他 

（備考）（任意記載事項） 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  ０人 ０人  ０％ 

（中途退学の主な理由） 

該当なし 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

本人及び保護者との面談、転科等の実施 

 

  



  

 
分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

文化教養 
文化教養専門

課程 

公務員ビジネス科 

２年コース 
〇  

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

２年 昼 １,７００ 

単位時間 

1,010 
単位時間 

390 
単位時間 

360 
単位時間 

0 
単位時間 

0 
単位時間 

1,760単位時間 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

１６０人 １７２人 ０人 １２人 ９人 ２１人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

学内会議を経て理事会にて承認されたカリキュラムを基に、各科目担当者が授業の方

法及び内容、到達目標、成績評価の方法や基準等について記載した授業計画案を作成

し学内会議の承認を得て年間の授業計画を決定する。 

成績評価の基準・方法 

（概要） 

各授業科目の特性に応じ、以下の項目のいずれか（複数項目の場合には、項目間の評価割

合を規定する場合もある）により、学習成果を評価する。 
・評価対象となるテストの得点率６０％以上 
・課題提出の提出状況および内容の完成度 
・小テスト得点率 
・検定試験結果 
・出席率８０％以上 
・受講態度 
各科目における最終評価は５段階（秀・優・良・可・不可）とし、不可の評価を得た際に

は、当該科目の履修終了要件を満たさないものと判断する。 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

進級認定については進級年次の 2 月末までに、卒業認定については卒業年次の 1 月

末までに、それぞれ得た成績評価および学費納入状況を踏まえ、進級・卒業認定委員

会での審議を経て学校長が決定する。 

学修支援等 

（概要） 

クラス担任制で、生活面や学習面の相談・指導等において、必要に応じて保護者とも

連携を図りながら個別対応を行っている。 

学生の進路については就職支援担当と担任が連携して支援・指導を行っている 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 



  

 １０９人 

（100％） 

１人 

（ 0.9％） 

１０３人 

（ 94.5％） 

５人 

（ 4.6％） 

（主な就職、業界等） 

国家公務員、税務職員、県職員、市町村職員、警察官、消防官、自衛官 他 

（就職指導内容） 

自己分析指導、自治体研究指導、個別面接指導、自治体説明会の開催 等 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

ビジネス実務法務検定、日商簿記検定、Excel 表計算処理技能認定試験、全経電卓検定 

他 

（備考）（任意記載事項） 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  ２０５人 ４人  2.0％ 

（中途退学の主な理由） 

病気療養（１）、進路変更（３） 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

本人及び保護者との面談、転科等の実施 

 
 

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

商業実務 
商業実務専門

課程 
キャリア総合学科 〇  

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

２年 昼 １,７００ 

単位時間 

1,170 
単位時間 

70 
単位時間 

520 
単位時間 

0 
単位時間 

0 
単位時間 

1,760単位時間 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

４０人 １７人 ０人 １人 ６人 ７人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

学内会議を経て理事会にて承認されたカリキュラムを基に、各科目担当者が授業の方

法及び内容、到達目標、成績評価の方法や基準等について記載した授業計画案を作成

し学内会議の承認を得て年間の授業計画を決定する。 

成績評価の基準・方法 

（概要） 

各授業科目の特性に応じ、以下の項目のいずれか（複数項目の場合には、項目間の評価割

合を規定する場合もある）により、学習成果を評価する。 
・評価対象となるテストの得点率６０％以上 



  

・課題提出の提出状況および内容の完成度 
・小テスト得点率 
・検定試験結果 
・出席率８０％以上 
・受講態度 
各科目における最終評価は５段階（秀・優・良・可・不可）とし、不可の評価を得た際に

は、当該科目の履修終了要件を満たさないものと判断する。 
卒業・進級の認定基準 

（概要） 

進級認定については進級年次の 2 月末までに、卒業認定については卒業年次の 1 月

末までに、それぞれ得た成績評価および学費納入状況を踏まえ、進級・卒業認定委員

会での審議を経て学校長が決定する。 

学修支援等 

（概要） 

クラス担任制で、生活面や学習面の相談・指導等において、必要に応じて保護者とも

連携を図りながら個別対応を行っている。 

学生の進路については就職支援担当と担任が連携して支援・指導を行っている 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 ５人 

（100％） 

０人 

（ 0％） 

５人 

（100％） 

０人 

（ 0％） 

（主な就職、業界等） 

東日本旅客鉄道㈱、㈱日本レストランエンタプライズ、新岩手農業協同組合 等 

（就職指導内容） 

自己分析指導、企業研究指導、個別面接指導、企業説明会参加 等 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

ファイナンシャル・プランニング技能士、日商簿記検定、Excel表計算処理技能認定 

試験、ITパスポート試験、リテールマーケティング検定 他 

（備考）（任意記載事項） 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  ２０人 ０人  0％ 

（中途退学の主な理由） 

該当なし 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

本人及び保護者との面談、転科等の実施 

 
 



  

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

文化教養 
文化教養専門

課程 
公務員専攻科   

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

１年 昼 ９００ 

単位時間 

405 
単位時間 

350 
単位時間 

145 
単位時間 

0 
単位時間 

0 
単位時間 

900単位時間 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

４０人 ４０人 ０人 １２人 ９人 ２１人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

学内会議を経て理事会にて承認されたカリキュラムを基に、各科目担当者が授業の方

法及び内容、到達目標、成績評価の方法や基準等について記載した授業計画案を作成

し学内会議の承認を得て年間の授業計画を決定する。 

成績評価の基準・方法 

（概要） 
各授業科目の特性に応じ、以下の項目のいずれか（複数項目の場合には、項目間の評価割

合を規定する場合もある）により、学習成果を評価する。 
・評価対象となるテストの得点率６０％以上 
・課題提出の提出状況および内容の完成度 
・小テスト得点率 
・検定試験結果 
・出席率８０％以上 
・受講態度 
各科目における最終評価は５段階（秀・優・良・可・不可）とし、不可の評価を得た際に

は、当該科目の履修終了要件を満たさないものと判断する。 
卒業・進級の認定基準 

（概要） 

卒業認定については卒業年次の 1 月末までに、それぞれ得た成績評価および学費納

入状況を踏まえ、卒業認定委員会での審議を経て学校長が決定する。 

学修支援等 

（概要） 

クラス担任制で、生活面や学習面の相談・指導等において、必要に応じて保護者とも

連携を図りながら個別対応を行っている。 

学生の進路については就職支援担当と担任が連携して支援・指導を行っている 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 ４７人 

（ 100％） 

０人 

（ 0％） 

４５人 

（ 95.7％） 

２人 

（ 4.3％） 

（主な就職、業界等） 

国家公務員、税務職員、県職員、市町村職員、警察官、消防官、自衛官他 



  

（就職指導内容） 

自己分析指導、自治体研究指導、個別面接指導、自治体説明会の開催等 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

日商簿記検定、Excel 表計算処理技能認定試験、全経電卓検定 他 

（備考）（任意記載事項） 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  ４７人 ０人  0％ 

（中途退学の主な理由） 

該当なし 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

本人及び保護者との面談 

 
 

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

文化教養 
文化教養専門

課程 
公務員上級学科   

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

１年 

昼 

９００ 

単位時間 

490 
単位時間 

315 
単位時間 

95 
単位時間 

 
単位時間 

 
単位時間 

900単位時間／単位 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

２０人 ５人 ０人 １２人 ９人 ２１人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

学内会議を経て理事会にて承認されたカリキュラムを基に、各科目担当者が授業の方

法及び内容、到達目標、成績評価の方法や基準等について記載した授業計画案を作成

し学内会議の承認を得て年間の授業計画を決定する。 

 

成績評価の基準・方法 

（概要） 
各授業科目の特性に応じ、以下の項目のいずれか（複数項目の場合には、項目間の評価割

合を規定する場合もある）により、学習成果を評価する。 
・評価対象となるテストの得点率６０％以上 
・課題提出の提出状況および内容の完成度 
・小テスト得点率 
・検定試験結果 
・出席率８０％以上 
・受講態度 



  

各科目における最終評価は５段階（秀・優・良・可・不可）とし、不可の評価を得た際に

は、当該科目の履修終了要件を満たさないものと判断する。 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

卒業認定については卒業年次の 1 月末までに、それぞれ得た成績評価および学費納

入状況を踏まえ、卒業認定委員会での審議を経て学校長が決定する。 

学修支援等 

（概要） 

クラス担任制で、生活面や学習面の相談・指導等において、必要に応じて保護者とも

連携を図りながら個別対応を行っている。 

学生の進路については就職支援担当と担任が連携して支援・指導を行っている 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 ８人 

（100％） 

３人 

（37.5％） 

４人 

（ 50.0％） 

１人 

（12.5％） 

（主な就職、業界等） 

市町村職員、警察官、消防官 

（就職指導内容） 

自己分析指導、自治体研究指導、個別面接指導等 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

ビジネス実務法務検定 

（備考）（任意記載事項） 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  ８人 ０人     0％ 

（中途退学の主な理由） 

該当なし 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

本人及び保護者との面談 

 

  



  

②学校単位の情報 

ａ）「生徒納付金」等 

学科名 入学金 
授業料 

（年間） 
その他 備考（任意記載事項） 

公務員ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 100,000 円 620,000 円 300,000 円  施設設備費、維持費、補助活動費 

公務員専攻科 100,000 円 620,000 円 250,000 円 施設設備費、維持費、補助活動費 

公務員上級学科 100,000 円 620,000 円 325,000 円 施設設備費、維持費、補助活動費 

ｷｬﾘｱ総合学科 100,000 円 620,000 円 276,000 円 施設設備費、維持費、補助活動費、 

修学支援（任意記載事項） 

 

 

 

ｂ）学校評価 
自己評価結果の公表方法 

（ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法） 

http://www.mcool.ac.jp/doc/mco_hyoka.pdf 

学校関係者評価の基本方針（実施方法・体制） 

学校関係として企業等から参画いただいた委員を含む、学校関係者評価委員会を設置

して実務に関する知見を活かして教育目標や教育環境等について「自己点検・評価」

の結果に基づく評価を実施し、その評価結果を教育活動その他の学校運営に活かして

いく。 

学校関係者評価の委員 

所属 任期 種別 

株式会社北日本銀行 ２年 

2019.4.1～2021.3.31 

企業等委員 

三陸鉄道株式会社 ２年 

2019.4.1～2021.3.31 

企業等委員 

有限会社遠藤事務機 ２年 

2019.4.1～2021.3.31 

企業等委員 

 ２年 

2019.4.1～2021.3.31 

卒業生 

 ２年 

2019.4.1～2021.3.31 

卒業生 

学校関係者評価結果の公表方法 

（ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法） 

http://www.mcool.ac.jp/doc/mco_hyoka.pdf 

第三者による学校評価（任意記載事項） 

 

 

 



  

ｃ）当該学校に係る情報 
（ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法） 

http://www.mcool.ac.jp/ 

 


